
本州・九州間の連携について

資料３



九州地方の特徴と他地域とのつながり



九州地方の特徴（都市の規模と特性）

○九州地方の人口は約1,300万人で、日本全体の約１割を占めている。主要都市の中では、福岡市が最
も人口が多く、次いで北九州市、熊本市となっている。

○九州地方は可住地が多く、大規模な工場等を建設するスペースを確保しやすいなどのメリットのほか、
人口密度が低くゆとりのある住環境が確保できるなど地域の雇用創出や定住化促進が期待できる。

資料：国勢調査（R2）

■九州地方の主要都市の人口

１位：福岡市

２位：北九州市

３位：熊本市

2資料：[人口]国勢調査（R2） [面積]総務省統計局
[図]国土数値情報「森林地域データ（H27）」※国有林、地域森林計画対象民有林、保安林を含む
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九州地方全体で
約1,300万人(約１割)
※全国の人口：約1億3,000万人

■九州地方の可住地と人口密度



九州地方の特徴（福岡）

○福岡市は世界の都市総合力ランキングにおいて40位、国内都市としては東京23区・大阪市に次いで３
番目と評価され、働きやすさや住みやすさに優れた国際競争力の高い都市として、アジアにおける存在
感を高めている。

○国際線の定期便数などアジアに近い地理的優位性と、空港・港湾などの交通基盤を有していることを活
かし、我が国の国際物流・交流を支え、アジアの成長力を引き込み日本の経済成長に貢献。
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■世界の都市総合力ランキング（GPCI）

世界の都市総合力ランキングでは、日本国内の都市の
中から東京、大阪、福岡の3都市のみが選ばれている。

■国際線3時間以内大都市圏域の人口規模<福岡・東京比較>

■福岡からの国際線定期便就航都市

都市名順位

ロンドン1

東京2

ニューヨーク3

パリ4

シンガポール5

…

大阪18

…

福岡40

…

《カテゴリ別順位》

経済 38位

研究・開発 31位

文化・交流 43位
居住 19位

環境 21位

交通アクセス 40位

72,659 

54,873 
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福岡 東京

（千人）

資料：（一財）森記念財団都市戦略研究所 世界の都市総合力ランキング（2025年12月）

資料：福岡空港ビルディング(株)（H26.7現在）

賃料の安さ、働きやすさ、水質の良好
性など「居住」「環境」カテゴリの順位
が高く、企業の進出の後押しにもなっ
ている。

福岡空港から
空路３時間以内
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九州地方の特徴（経済活動）
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○九州地方は、熊本を中心とした全国シェア49％を誇る半導体関連産業、全国シェア20～25％を誇る農
林水産業、全国シェア13％の生産台数の自動車製造業など、多様な基幹的な産業を抱えている。

○九州地方のGRPは、これらの産業の発展とともに上昇し、現在ではシンガポールなど一国並みの経済
規模を誇る。

■九州地方の全国シェア

年次九州７県全国単位項目 割合
（％）

202511.2 42,178377,975km2総面積

202410.51,30212,380万人総人口

20228.3492,7105,957,888億円域内総生産GRP（名目）

202448.513,12627,046億円集積回路（IC）生産額

202416.31,3688,401万トン粗鋼生産量

202413.310,95482,346百台自動車生産台数

202420.29644,770億円林業産出額

202320.719,22795,543億円農業産出額

202325.33,85415,241億円海面漁業・養殖業産出額

一国並みの
GRP

資料：内閣府「県民経済計算」

■九州地方のGRP推移

S33 関門トンネル開通

S48
関門橋開通

■域内総生産の国際比較

資料：総務省「世界の統計2025」、内閣府「令和3年度県民経済計算」

資料：九州経済調査協会「九州経済2026」、農林水産省「令和6年林業産出額」



九州地方の特徴（アジアのゲートウェイ 九州）

■九州地方における主な貿易品目

自動車

26.3%

半導体等

電子部品

17.9%

鉄鋼のフラットロール製品

7.1%

船舶類

5.1%

ゴムタイヤ及びチューブ

3.8%

半導体等製造装置

3.7%

銅及び銅合金

2.7%

有機化合物

2.3%

その他

31.1%

九州から世界への
輸出総額
（2024年）

9兆5,466億円

九州から世界への輸出品目

原油及び粗油

21.7%

石炭

8.1%

半導体等電子部品

7.3%非鉄金属鉱

7.1%

石油ガス類

5.2%

鉄鉱石

4.2%

石油製品

2.6%

自動車の部分品

2.1%

その他

41.7%

世界から九州への
輸入総額
（2024年）

8兆9,911億円

世界から九州への輸入品目

資料：財務省「貿易統計(2024)」

○九州地方の輸出入額は全国の約8％にあたる約19兆円に上る。アジア諸国との貿易が半数を占め、全
国と比較してアジアへの輸出割合が高い。

○九州から世界への主な輸出品目は、自動車や半導体等電子部品が上位を占めており、我が国の基幹
産業を支える重要な役割を担っている。

○本州で製造された自動車部品が九州地方の自動車工場まで陸送され、製造された完成車が博多港か
ら主にアジアに輸出。

■九州地方の輸出入額

全国と比較して九州地方はアジアへの輸出割合が高い
全国：53％ → 九州地方：62％

＜主要国・地域別輸出入額の推移（九州地方）＞

アジアへ

飼料

1,164 
1,012 

1,212 
1,284 1,206 

1,040 

1,288 

1,769 
1,790 

1,854 

0
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2,000
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

アジア アジア以外

（百億円）

本州より

自動車工場博多港

完成
自動車

自動車
部品

資料：
博多港パンフレット
「わたしたちの
博多港（R7.3）」

周辺部品
工場より輸入（百億円）輸出（百億円）

比率(%)対アジア総額比率(%)対アジア総額

47.85,39111,27253.15,68710,709全国
41.837690062.4595955九州

資料：財務省「貿易統計(2024)」

＜アジアへの輸出入額の割合＞

全国輸出入額 約220兆円のうち九州の輸出入額は
約19兆円・約8％ (令和6年)

▼博多港（香椎パークポート）

資料：門司税関「九州経済圏の貿易」、
財務省「貿易統計（2024）」

資料：図説 九州経済2020（九州経済調査協会）



九州地方の特徴（半導体関連企業）

（TSMC）

○九州地方は、シリコンアイランドと呼ばれ半導体関連企業が九州全体に立地しており、生産金額は過去
概ね10年の間で約２倍に増加し、現在は日本の約半分のシェアを占めている。

○また、熊本を中心とした半導体関連企業の進出等が加速し、更なる投資や開発が計画されている。
〇九州地方の半導体関連品は陸路・空路・航路を通じて本州を含む国内外と取引されている。

資料：九州経済産業局
「Profile of Kyushu Summary」より

九州地方のＩＣ（集積回路）生産金額・全国シェア 九州地方の製造業・半導体関連産業の立地状況

▲ＪＡＳＭ第一工場
（TSMC） ▲第二工場予定地（TSMC）

九州地方の主な半導体関連企業の設備投資計画・立地協定
（2025年9月末時点）

７県合計：162件・約４.8兆円超

48.5％

13,126億円

概ね10年

約２倍

6,283
億円

九州の生産金額 九州の全国シェア

九州地方の開発動向

※2025年9月末時点において開発計画を表明している件数と予定投資金額

（熊本県菊陽町）

半導体関連品や精密機
器を熊本から関東・関西
へ陸送で輸送している。

（運送業者） （製造業者）

部材調達、装置出荷については陸路・空
路・航路などで輸送している。高速道路
が寸断された場合（通行止め等）、本州を
含む輸送に影響が生じる。

半導体輸送に関する事業者の声

資料：2025.10 九州半導体人材育成等コンソーシアム 第7回会合 資料５サプライチェーン強靱化WG報告資料
（ヒアリング：R4.9）（ヒアリング：R3.11）

資料：九州経済産業局「九州経済の現状」
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九州地方の特徴（鉄鋼業）

〇九州地方は昔から鉄鋼業が盛んな地域で1901年に八幡村（現：北九州市）で官営八幡製鐵所が操業を
開始。

○北九州市の製造品出荷額（鉄鋼業）は全国４位となっており、現在も日本の鉄鋼業を支えている。
○官営八幡製鐵所は、明治日本の産業革命遺産の１つとして世界遺産に登録。

■八幡地区の鉄鋼業 ■北九州市の製造品出荷額（鉄鋼業） ■明治日本の産業革命遺産

資料：北九州市HP「世界遺産のある街・北九州」

■官営八幡製鐵所

※非公開施設 資料：北九州市HP「世界遺産のある街・北九州」

旧本事務所 修繕工場

■市町村別・製造品出荷額（鉄鋼業）

東海市
7% 倉敷市

6% 福山市
5%

北九州市
5%

大分市
4%鹿嶋市

4%

姫路市
4%

君津市
3%

加古川市
3%

大阪市
3%

その他
56%

全国計
約23.8兆円

資料：経済構造実態調査2024（2023年実績）

【官営八幡製鐵所】
1895年、政府は国家事業として「銑鋼一

貫製鐵所」の建設を決定。筑豊炭田に近
く陸海の輸送に便利な八幡村（現・北九州
市）を建設地とした。

東田第一高炉をはじめとする生産設備や
修繕工場が立ち並び、1901年（明治34
年）、官営八幡製鐵所が操業開始した。



本州・九州間の連携（自動車産業）

資料：図説 九州経済2020（九州経済調査協会）自動車組立工場５社 関連企業は７００社以上

■自動車関連企業の立地状況と輸送の流れ

自動車部品・完成車の
調達・供給

○九州地方の製造品出荷額は約33兆円に上り、そのうち約２割を自動車・自動車部品等といった「輸送
用機械器具製造業※」が占めている。

○九州地方には、完成車工場とそれを支える多数のサプライヤーが立地し、国内有数の自動車生産拠点
となっており、近年、自動車の輸出額は増加傾向にある。

○九州地方における自動車生産台数は全国の約13％超のシェアを占めており、特に完成車については
出荷台数の半数以上が本州・九州間で広域的に取引されるなど、本州との結びつきが強い。
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九州⇔本州
54%

九州内々
46%

九州発着
流動量

2.6万トン

九州⇔本州
28%

九州内々
72%

九州発着
流動量

3.7 万トン

自動車生産台数全国シェアと自動車・自動車部品の九州・本州間の年間取引
自動車部品自動車

資料：全国貨物純流動調査（R3物流センサス）
※ただし陸路以外の輸送機関を含む
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■九州地方における輸出自動車の数量・金額推移
資料：門司税関

増加傾向

■九州地方における自動車生産台数及び対全国シェアの推移

113 

86 

114 
119 

146 

134 
130 

135 135 139 143 145 

122 
115 115 

137 

110 

9.8 
10.8 

11.8 

14.2 14.7 
14.0 

13.3 
14.6 14.7 14.4 14.7 15.0 15.1 14.7 14.6 15.2 

13.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

80

110

140

170

200

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

九州生産台数 対全国シェア

資料：
経済産業省「生産動態統
計調査」、
九州経済産業局報道資料
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資料：工業統計
（経済産業省・2023）

九州地方の製造品出荷額は
約33兆円

約２割

九州全体の約２割を
占める「輸送用機械

器具製造業」

九州地方の製造品出荷額 九州地方の完成車工場立地と輸出額推移

移動量ペア
1.42本州⇔

九州

1.07愛知⇔
0.11大阪⇔
0.10静岡⇔
0.06滋賀⇔
0.04山口⇔

（万ﾄﾝ/年）

移動量ペア
1.03本州⇔

九州

0.38愛知⇔
0.12神奈川⇔
0.08山口⇔
0.07静岡⇔
0.07栃木⇔

（万ﾄﾝ/年）

※自動車，船舶，航空機，鉄道車両及びその他の輸送機械器具（自転車など）

台数



本州・九州間の連携（農林水産業）
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22%

その他
28%

九州産：約７割

年間取扱額

7億円
(１位）

(２位）

1.35 1.47 

0.38 

2.08 

0.79 
0.49 0.54 0.44 

1.92 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州

（兆円）

○九州地方は農林水産業が盛んであり、農業産出額は約２兆円と関東地方に次ぐ規模を誇る。
○九州産の農林水産品は、大阪市場、神戸市場などにおいて高いシェアを占めており、本州と九州の間

の結び付きが強い。

資料：生産農業所得統計

地域ブロック別農業産出額（2023年）

（
東
京
市
場
）

本州に出荷されている農林水産品（一例）

（
大
阪
市
場
）

福岡県
28%

長崎県
25%

佐賀県
16%

熊本県
11%

その他
20%

年間取扱額

44億円

(１位）

(２位）

(３位）

九州産：約８割

いちご

トマト
熊本県
18%

佐賀県
1%

福岡県
1%

その他
80%

九州産：約２割

年間取扱額

291億円

(１位）

長崎県
30%

鹿児島県
11%

熊本県, 8%

大分県
4%福岡県

1%

その他
46%

九州産：約５割

資料：大阪府中央
卸売市場R6

ぶり

年間取扱額

15 億円

(１位）

(３位）

資料：大阪府中央
卸売市場R6 ( ）…上位３位

9

約２兆円

東京市場へ

いちご
全国

のり

とまと
全国

全国

全国

メロン

茶（生葉） ブロイラー
全国

ピーマン
全国

ぶり類

全国

肉用牛
全国全国

豚

全国

まあじ
全国

全国

さば

全国

かぼす

全国

しいたけ

■農林水産品の流通の流れ

資料：生産農業所得統計(R5)、漁業養殖業生産統計(R5)

資料：東京中央
卸売市場R6

( ）…上位３位

神戸市場へ

大阪市場へ

移動量ペア
600.1本州⇒

九州

183.7兵庫⇒
140.8大阪⇒
50.5東京⇒
37.7広島⇒
31.2京都⇒

156.2その他⇒

（万ﾄﾝ/年）

（
神
戸
市
場
）

ピーマン

( ）…上位3位

資料：成果物卸売
市場調査R7

( ）…上位３位



本州・九州間の連携（観光需要）

10資料：九州地方整備局
「九州地方新広域道路交通ビジョン （R3.7）」を基に作成

太宰府天満宮

吉野ヶ里遺跡

ハウステンボス

桜島

高千穂峡

阿蘇

小倉城
別府温泉

（単位：万人泊）

延べ宿泊者数 外国人延べ宿泊者数
全 国 65,906 16.446

九 州 ７ 県 6,233 1,213

福 岡 県 2,395 739

佐 賀 県 234 23

長 崎 県 764 64

熊 本 県 808 147

大 分 県 833 157

宮 崎 県 361 21

鹿 児 島 県 838 62

■九州地方の年間延べ宿泊者数

■訪日外国人旅行者の本州・九州間移動人数

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

40.9 

53.8 
59.1 

65.2 

78.0 81.5 

11.9 

82.1 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

（万人/年）

コロナ禍

概ね10年

約２倍

■九州地方の主要観光資源

資料：国土交通省FF-Data（訪日外国人流動データ）

○九州地方は、豊かな自然環境や、歴史・文化などの世界文化遺産を含む日本有数の観光資源や文化
施設に恵まれており、国内外より、多くの観光客が九州各県に宿泊。（年間約6,200万人泊）

○また、本州・九州間での訪日外国人の旅行は年間約82万人に上り、過去おおむね10年の間で約２倍に
増加するなど、広域的な観光需要が拡大している。

「神宿る島」
宗像・沖ノ島と
関連遺産群

長崎と天草地方の
潜伏キリシタン
関連遺産

明治日本の産業革命遺産
製鉄・製鋼、造船、石炭産業
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本州・九州間の連携（再生可能エネルギー）

系統増強の検討イメージと
長期的な各エリアの電力需要と再エネ供給

○北海道、東北、九州地方において、需要を大幅に上回る再エネ導入量が想定され、それらを大消費地に安定
供給するため、地域間連系線の強化（送電容量の拡大等）が進められている。（※）

○現在、九州地方の再エネポテンシャルを活かすため、九州・中国地方を繋ぐ送電ルートを増強（＋100万kW）す
る方針であり、R7.10に整備計画策定。

出典：（下図）電力広域的運営推進機関HP 電力ネットワークのマスタープラン https://www.occto.or.jp/grid/public/masterplan.html
（データ）R5.3 広域連系系統のマスタープラン別冊（資料編）https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
をベースに、国土交通省作成

（注）グラフについて
単位：MW
需要（左列）：将来的な各エリアの各月最大3日平均電力（H3需要）の最大需要
再エネ（右列）：陸上風力、洋上風力、太陽光の将来導入予定の電源設備量の合計

【北海道】

【東北】

【関東】

【中部】

【北陸】

【関西】

【中国】

【四国】

【九州】

【中国九州間（関門）連系強化の動き】
海底直流ケーブルで新ルートを構築し、

+100万 kWの増強を行う方針
R7.10に整備計画策定
R18.9～R21.3完成予定、工事費は約4,412億円

出典：R7.10「中国九州間連系設備に係る広域系統整備計画」を
参考に国土交通省にて記載

（※）「第7次エネルギー基本計画」（経済産業省 R7.2閣議決定）において、
「北海道～本州」や「九州～中国」等の地域間連系線を強化していく方針が示されている



本州・九州間の連携（中国地方と九州地方のつながり（産業））

○中国地方の製造品出荷額は約31兆円に上り、そのうち約２割を自動車・自動車部品等といった「輸送用
機械器具製造業※」が占めており、広島県は福岡県に次ぎ全国シェア第４位。

○中国地方に拠点のある自動車メーカーの自動車生産台数は全国約９%のシェアであり、自動車や自動
車部品に関する中国地方と九州間での取引が約10～14%を占めている。

資料：2024年人口推計,令和4年度県民経済計算
2024年「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

（約700万人）

（約308千億円）

（約311千億円）

【中国地方の概況】

5.6%

1.5% 1.8% 1.3%
0.3%

1.6% 0.8%

13.1%

9.7%

3.5%
1.5%

0.0%

2.3%

13.0%

1.7%
3.1% 2.5%

5.7%

0.5%

4.3%

2.2%
0.7%

22.3%

0.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%
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工
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石
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製
品
・
石
炭
製
品
製
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製
品
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品
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業
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革
・
同
製
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・
毛
皮
製
造
業

窯
業
・
土
石
製
品
製
造
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鉄
鋼
業

非
鉄
金
属
製
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金
属
製
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は
ん
用
機
械
器
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生
産
用
機
械
器
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造
業

業
務
用
機
械
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電
子
部
品
・
デ
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・
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子
回
路
製
造
業

電
気
機
械
器
具
製
造
業

情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業

そ
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【中国地方の製造品出荷額】
全体の

約2割

愛知県

41%

静岡県

6%

福岡県

6%広島県

5%

神奈川県

5%

その他

37%

【輸送用機械器具製造業
製造品出荷額】

全国シェア 第4位
資料：2024年「経済構造実態調査
（製造業事業所調査）」

資料：2024年「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

自動車部品自動車

【自動車・自動車部品の中国地方の年間取引】

資料：全国貨物純流動調査（R3物流センサス）
※ただし陸路以外の輸送機関を含む
※中国発着流動量は中国内々を除く

中国発着
流動量

5.6千トン

中国発着
流動量

15.5千トン

【自動車生産台数全国シェア】

R6
生産台数

8,235千台

資料：ひろしまの商工業（広島県）

広島県

山口県

九州

工場間において
ジャストオンタイムで
自動車部品を運搬九州から

自動車部品を入荷

出雲市から九州へ
自動車部品を出荷

自動車部品
製造メーカー

（島根県出雲市に立地）

島根県

海外・国内へ

海外・国内へ

名古屋
南貨物駅

自動車
メーカー

広島物流
センター自動車

メーカー

【自動車関連の輸送の流れ】

中国地方の製造品出荷額は

約31兆円

※自動車，船舶，航空機，鉄道車両及びその他の輸送機械器具（自転車など）

12



本州・九州間の連携（中国地方と九州地方のつながり（観光需要））

13

○中国地方は、豊かな自然環境や、歴史・文化などの世界文化遺産を含む日本有数の観光資源や文化
施設に恵まれており、県外から約９千万人が中国各県の主要な観光地を訪問。

○山口県の県外観光客は九州方面からの割合が約３割を占めており、九州との結びつきが強い。

■山口県 県外観光客数推移

■中国地方の県外観光客数出雲大社（出雲市）

明治日本の産業革命遺産

石見銀山遺跡とその文化的景観

原爆ドーム
厳島神社

角島（下関市）

鳥取砂丘（鳥取市）

倉敷美観地区（倉敷市）

原爆ドーム（広島市）嚴島神社（廿日市市）

写真提供：山陰海岸ジオパーク推進協議会、松江観光協会HP、（公社）島根県観光連盟、岡山県観光連盟HP、倉敷市観光情報発信協議会、
山口県観光サイト、環境省HP

■中国地方の主要観光資源

主要な観光地

世界遺産

国立公園
※瀬戸内海国立公園は広範囲のため省略

資料：中国地方整備局 中国圏広域地方計画 中間とりまとめ（案）をもとに作成

13 

98 

37 

283 

317 

484 

2,889 

868 

3,024 

979 

0 1,000 2,000 3,000 4,000

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

九州 その他県外 （万人）

中国地方計
約９千万人

資料）各県観光客動態調査結果（R6）を基に作成
国外含む

349350337
370387395

226235281
336317

1220
1298

1261

1371
1383

1477

804818

1010

1279
1296

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3 R4 R5 R6

九州 その他県外

（万人）

資料）山口県観光客動態調査を基に作成
国外含む

山口県の県外観光客数は九州方面
が約３割を占める

計：497

計：2986

計：3307

計：905

計：1296

防府天満宮（防府市）

松江城（松江市）

元乃隅神社（長門市）

瑠璃光寺（山口市）



下関・北九州地域の連携

○下関市～北九州市間は１日あたり約９千人の通勤・通学による往来がある。
○関門海峡周辺地域においては、歴史的資源、文化的資産および自然景観を活用した観光関連施設が

多数立地している。

主要観光地

主要観光スポット（日本夜景遺産）

市立しものせき水族館「海響館」

小倉城 門司港レトロ官営八幡製鐵所

資料：各自治体HPより

■関門海峡周辺の主要観光施設

福岡県

下関市

北九州市

山口県

下関市街地

下関市立大学

小倉市街地

北九州市立大学

資料：国勢調査（R2）

通勤・通学者

約9千人/日

下関市中心部からの
30分圏域（現状）

■両市間の通勤・通学流動



下関・北九州地域の連携

○北九州市の日明、洞海湾、響灘地区、下関市の彦島西山・福浦、長府扇町、長州出島地区等に工場が
集積し産業拠点を形成しており、主にタイヤなどの自動車関連部品を生産するための工業材料などが
企業間で取引されている。

（主な企業間取引品目）

写真：響灘地区

■下関市・北九州市間の企業間取引の状況

ひあがり どう かい わん ひびき なだ ひこ しま にし やま ふく うら ちょう ふ おおぎ まち ちょう しゅう で じま

響灘地区

彦島西山・
福浦地区

長州出島地区
長府扇町地区

日明地区

洞海湾地区

下関市

北九州市

北九州空港

資料：H27福岡県ヒアリング調査結果、R1山口県ヒアリング調査結果



本州・九州間の交通ネットワークについて



中国地方

九州地方

四国地方

近畿地方
以東

〇本州と九州は、道路・鉄道の陸路のほか、航路、空路も含め多様な交通ネットワークで結ばれており、
国土の発展を支えている。

■本州・九州の交通ネットワーク

関門地域拡大図

本州・九州間の交通ネットワークの現状



乗用車

34%

バス

1%
鉄道

26%

航空

38%

船

1%

約6,400
万人

約３割

関門周辺地域の交通ネットワークの現状

〇関門海峡をまたぐ移動手段は、道路、鉄道、航路、空路の４つあり、そのうち、道路の利用者は約３割、
鉄道利用者も約３割。

資料：全国幹線旅客純流動調査（2015）

道路網 [約6.4万台/日]

関門トンネル 約2.5万台/日

関門橋 約3.9万台/日

鉄道網 [275便/日]

山陽本線 104 便/日

山陽新幹線 171 便/日

航路網 [88便/日]

関門連絡船 88 便/日

資料:令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査

資料:時刻表（JR西日本、JR九州）
※山陽本線 ：下関駅～小倉駅間（平日）。山陽新幹線：岡山駅～博多駅間（平日）

資料:関門連絡船ダイヤ（関門汽船株式会社）
※下関[唐戸]～門司港（月～土）

※NEXCO実績（R5）

■関門海峡をまたぐ人流の交通手段

北九州空港航空網 [660便/日]

九州-本州便 660 便/日

資料:各空港HP



空路航路鉄道道路
昭和17年

～
昭和20年
昭和28年

～昭和33年

昭和47年
～

昭和55年

昭和58年
～

平成3年

平成7年
～平成17年

平成18年
～平成19年
平成23年
～令和7年

北九州高速 開通（長野～横代（H12） 、枝光～大谷JCT （H13））

関門海峡フェリー
平成2年 年間43万台利用

S17 関門トンネル
（山陽本線）
全線開通

S19 曽根飛行場
開港

S20 板付飛行場
開港

S28 小倉空港
（民間飛行場・

旧曽根飛行場 改称）

S48 北九州空港
（旧小倉空港 改称）S50 山陽新幹線

（岡山～博多）
新関門トンネル開通 S52 関門海峡フェリー

ひあがり あらたみなと
（日明～荒田港）
運航※自動車フェリー

H18 北九州空港
国際線対応

24時間運用で開港

H23 関門海峡フェリー

（日明～荒田港）廃止

関門海峡フェリー
平成19年 年間16万台利用

北九州高速 開通（牧山～枝光（R7））

S47 山陽新幹線
（新大阪～岡山）

開通

S47 福岡空港
（旧板付飛行場 改称）

関門周辺地域の交通ネットワーク（整備の経緯）

そ ね

いたづけ

中国自動車道 開通（小月～下関）（S48）

関門自動車道 開通（下関～門司港、門司港～門司） （S48）

九州縦貫自動車道 開通（八幡～若宮） （S54）

北九州高速 開通

（春日～馬場山（北九州道路として開通）（S48）、

篠崎北～日明（S55））

おづき しものせき

しものせき もじこう もじこう もじ

やはた わかみや

かすが ばばやま

しのざききた ひあがり

九州縦貫自動車道 開通（門司～小倉東（S59）、小倉東～八幡（S63））

北九州高速 開通
（若園～篠崎北（S58）、横白～若園（S61）、愛宕～下到津（S63）、

日明～戸畑（H1）、戸畑～若戸（H2）、小倉駅北～東港JCT（H2）、
春日～馬場山（都市高編入）（H3））

もじ こくらひがし こくらひがし やはた

わかぞの しのざききた よこしろ わかぞの あたご しもいとうず

ひあかり とばた とばた わかと こくらえききた ひがしみなと

かすが ばばやま

ながの よこしろ えだみつ おおたに

東九州自動車道 開通（北九州JCT～苅田北九州空港）（H18）

北九州高速 開通（小倉東IC接続）（H18）

きたきゅうしゅう かんだ きたきゅうしゅう

こくらひがし

まきやま えだみつ

こくら

ひあがり あらたみなと

関門トンネル 開通（S33）



関門周辺地域の交通ネットワークの変遷（道路網・鉄道網）

■ 令和８年：現在

■ 昭和４８年：関門自動車道開通

■ 昭和６３年：九州自動車道（門司IC～八幡IC）開通

■昭和３３年：関門トンネル開通

昭和33年 関門トンネル開通

昭和48年 中国縦貫自動車道
（小月IC～下関IC）開通

昭和48年 関門自動車道
（下関IC～門司IC）全線開通

昭和50年
山陽新幹線
（岡山駅～博多駅）開通

昭和55年 北九州高速
（篠崎北IC～日明IC）開通

昭和58年～昭和63年
北九州高速（篠崎北IC～横代IC）

（愛宕JCT～下到津IC）開通

昭和54年 九州縦貫自動車道 （八幡IC～若宮IC）開通
昭和59年 九州縦貫自動車道 （門司IC～小倉東IC）開通
昭和63年 九州縦貫自動車道 （小倉東IC～八幡IC）開通

平成18年 北九州高速
（小倉東IC）接続

平成18年 東九州自動車道
（北九州JCT～苅田北九州空港IC）開通

平成元年～令和８年
北九州高速 （小倉北IC～若戸IC）

（春日IC～馬場山IC）
（大谷JCT～牧山IC ）開通

昭和54年
北九州道路(現:北九州高速４号線)
（春日～馬場山）全線開通



単位：万トン

航空 鉄道 海運 トラック その他 合計

本州→九州 0.0 1.2 12.9 18.6 0.0 32.8

九州→本州 0.0 0.5 19.6 19.3 0.0 39.5

合 計 0.1 1.7 32.6 37.9 0.0 72.3

割合（%） 0.1 2.4 45.1 52.4 0.0 100.0

単位：万人/年

航空 鉄道 船 バス 乗用車 合計

本州→九州 1,369 964 27 45 1,337 3,743

九州→本州 1,093 697 32 33 810 2,665

合 計 2,462 1,662 59 77 2,148 6,408

割合（%） 38.4 25.9 0.9 1.2 33.5 100.0

○九州・本州間を移動する人流は年間6,400万人であり、乗用車・バス利用が約３割を占めている。
○九州・本州間を移動する物流は１日あたり72万トンであり、トラックによる陸送が約５割を占めている。

■九州・本州間を移動する人流の交通手段

■九州・本州間を移動する物流の交通手段

トラック
53%

海運
45%

鉄道
2%

航空 0.1%

72..3万ｔ

資料：全国貨物純流動調査（R3物流センサス）

約５割

乗用車
34%

バス
1%

鉄道
26%

航空
38%

船
1%

約6,400万人

約３割

資料：全国幹線旅客純流動調査（2015）

本州・九州間の交通ネットワーク（人・モノの移動特性）



本州・九州間の交通ネットワークの分担

トラック
95%

海運 4%

鉄道
1%

航空
0.0% トラックによる

輸送が約９割

○本州・九州間における、農林水産品の約９割、工業製品の約５割の輸送手段が陸路（トラック輸送）と
なっている。

農水産品等のモード別輸送形態（2021年） 工業製品のモード別輸送形態（2021年）

トラック
48%海運 49%

鉄道
3%

航空
0.1%

約21万トン

資料：全国貨物純流動調査（Ｒ3物流センサス）
資料：全国貨物純流動調査（Ｒ3物流センサス）

トラックによる
輸送が約５割

積載重量などの面から海上輸送という選択肢
はあるが、出航・入航の時間が決まっているこ
ともあり、陸上輸送がメインとなっています。

（トラック事業者）

みかんやたまねぎなどを東京・大阪・中国に関門
橋を利用して陸送しています。

牛、豚全般の加工品を東京・中部・関西・中国に
関門橋を利用して輸送しています。

（農業協同組合）

（畜産加工販売業者）

約４万トン

■本州・九州間の交通流動

１位：愛知 2.7万トン （26%）
２位：山口 1.3万トン （13%）
３位：広島 1.1万トン （11%）
４位：大阪 0.9万トン （ 9%）
５位：兵庫 0.8万トン （ 8%）

１位：兵庫 1.8万トン （18%）
２位：岡山 1.8万トン （17%）
３位：広島 1.5万トン （14%）
４位：大阪 1.5万トン （14%）
５位：愛知 1.1万トン （11%）

１位：大阪 7.7千トン （19%）
２位：京都 5.8千トン （14%）
３位：兵庫 5.5千トン （13%）
４位：東京 3.3千トン （ 8%）
５位：神奈川 2.9千トン （ 7%）

◆工業製品：
鉄鋼、金属製品、電気機械
産業機械、精密機械、自動車
自動車部品 等

１位：広島 1.7千トン （97%）

１位：岐阜 0.4千トン （68%）
２位：大阪 0.1千トン （11%）

（下関北九州道路 計画段階評価 第１回意見聴取（R2.8～11））

（下関北九州道路 計画段階評価 第１回意見聴取（R2.8～11））
（下関北九州道路 計画段階評価 第１回意見聴取（R2.8～11））



災害時（平成28年熊本地震対応時）における交通の動き

増援

増援

増 援
（東海）

【前進目標】
富士/滝ヶ原

板妻/駒門 等

【前進目標】
今津/八尾 等

○平成28年熊本地震では、自衛隊車両は本州から九州へ向かう際に関門橋を通行し、帰路には関門橋
や関門トンネルも適宜利用しながら、本州と九州が一体となって災害対応を行った。

〇南海トラフ地震が発生した場合においては、自衛隊では地震の発生形態に応じた部隊転用計画を策定
しており、九州の部隊は東海地区の増援にあたるなど、本州と九州が相互に支え合う体制が構築され
ている。

〇また、国土交通省においても、大規模災害時には本州と九州が連携して迅速に支援活動を行うため、
被災状況に応じたTEC-FORCEの動員計画を策定している。

資料：下関北九州道路パンフレット（令和6年度）を加工

熊本地震の際
自衛隊車両は

約7,000台が
関門橋、

関門トンネルを通行
（※山口県調べ）

関門橋・
関門トンネル

資料：防衛省「自衛隊南海トラフ地震対処計画の概要」

北海道

中国
北陸

東北

関東
九州

四国 近畿 中部

中国道（美東SA）

九州への派遣に際しては、
まず広域進出拠点である
中国道美東SA（下り）
に進出し、被害状況に応
じて各地へ移動する。

資料：国土交通省「南海トラフ巨大地震における活動計画」

※北海道・東北のTEC-FORCEの一部は、
中部・近畿地方の広域進出拠点に進出後、
被害状況に応じ派遣先を決定

■南海トラフ地震への対応（自衛隊）

本州からの支援車両（平成28年熊本地震）

■南海トラフ地震への対応（TEC-FORCE）

■海峡を越えた災害への対応（H28年 熊本地震）

九州への出動は、最も早
い手段での移動を考慮し
高速（関門橋）を利用。


